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レビュー業務実務指針 2400「財務諸表のレビュー業務」の改正について 
  年   月   日  
日本公認会計士協会 

改正案 現 行 
レビュー業務実務指針 2400 レビュー業務実務指針 2400 

  

財務諸表のレビュー業務 財務諸表のレビュー業務 
  

2016 年１月 26 日  2016 年１月 26 日  

改正 2018 年 10 月 19 日 改正 2018 年 10 月 19 日 

改正 2 0 2 1 年 ６ 月 ９ 日  改正 2 0 2 1 年 ６ 月 ９ 日  

改正 2021 年９月 16 日  改正 2021 年９月 16 日  

改正 2022 年 10 月 13 日 改正 2022 年 10 月 13 日 

改正 2023 年３月 16 日  改正 2023 年３月 16 日  

改正 2024 年４月 18 日  改正 2024 年４月 18 日  

改正 2024 年９月 26 日  改正 2024 年９月 26 日  

改正 2025 年７月 17 日  最終改正 2025 年７月 17 日  

最終改正   年  月  日  
日本公認会計士協会 日本公認会計士協会 

監査・保証基準委員会 監査・保証基準委員会 

（実務指針：第２号） （実務指針：第２号） 

  

《Ⅰ 本実務指針の範囲及び目的》 《Ⅰ 本実務指針の範囲及び目的》 

《１．本実務指針の範囲》 《１．本実務指針の範囲》 

（省 略） （省 略） 

《(4) 適用時期》 《(4) 適用時期》 

13．本実務指針の適用時期は以下のとおりである。 13．本実務指針の適用時期は以下のとおりである。 

（省 略） （省 略） 

・ 本実務指針（ 年 月 日）は、2027年４月１日以後開始する期中財務諸表に係る会計期間の期

中財務諸表に対するレビュー及び2027年４月１日以後開始する事業年度に係るレビューから適用

する。なお、倫理規則（2026年 月 日改正）を早期適用する場合には、併せて本実務指針も早期

適用する。 

 

（省 略） （省 略） 

《Ⅱ 要求事項》 

（省 略） 

《Ⅱ 要求事項》 

（省 略） 

公開草案  2026 年７月 17 日 

(意見募集期限 2026 年８月 17 日) 
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改正案 現 行 
《７．業務の実施》 《７．業務の実施》 

（省 略） （省 略） 

《(3) 手続の立案及び実施》 《(3) 手続の立案及び実施》 

（省 略） （省 略） 

《① 特定の状況に対する手続》 《① 特定の状況に対する手続》 

（省 略） （省 略） 

《エ．他の業務実施者又は専門家の業務の利用》 《エ．他の業務実施者又は専門家の業務の利用》 

55．レビュー業務の実施に当たり、業務実施者は、他の業務実施者の実施する業務又は専門家（会計や

保証業務以外の分野において専門知識を有する個人又は組織）の業務を利用することが必要になる

場合がある。このような場合には、 

(1) 業務実施者は、専門家が業務実施者の目的に照らして必要な適性、能力及び客観性を備えてい

るかどうかを評価しなければならない。業務実務者は、当該専門家が必要な適性や能力を備えて

いない、又は当該専門家の客観性に対する阻害要因を排除若しくは許容可能な水準まで軽減する

ことができないと結論付けた場合、当該専門家の業務を利用してはならない（A99-4項からA99-7

項参照）。 

55．レビュー業務の実施に当たり、業務実施者は、他の業務実施者の実施する業務又は専門家（会計

や保証業務以外の分野において専門知識を有する個人又は組織）の業務を利用することが必要に

なる場合がある。レビュー業務の実施過程において他の業務実施者又は専門家の実施する業務を

利用する場合には、業務実施者は、他の業務実施者又は専門家により実施された業務がレビュー業

務の目的に照らして適切であることを確かめるための手続を実施しなければならない（A80項参照）。 

(2) 業務実施者は、他の業務実施者又は専門家の業務を利用する場合には、他の業務実施者又は専門

家により実施された業務が業務実施者の目的に照らして適切であることを確かめるための手続を実

施しなければならない（A80項参照）。 

 

（省 略） （省 略） 

《Ⅲ 適用指針》 《Ⅲ 適用指針》 

（省 略） （省 略） 

《11．業務の実施》 《11．業務の実施》 

（省 略） （省 略） 

《(2) 企業及び企業環境等の理解》（第45項及び第46項参照） 《(2) 企業及び企業環境等の理解》（第45項及び第46項参照） 

A75．業務実施者は、本実務指針に準拠して、企業の財務諸表のレビュー業務を実施するために必要と

なる企業及び企業環境の理解の程度を職業的専門家としての判断に基づいて決定する。業務実施者

が主として検討することは、その理解が、業務実施者の目的に適合する十分なものであるかどうか

である。業務実施者に求められる全体的な理解の程度は、経営者の理解の程度よりも低いものとな

る。 

A75．業務実施者は、本実務指針に準拠して、企業の財務諸表のレビュー業務を実施するために必要と

なる企業及び企業環境の理解の程度を職業的専門家としての判断に基づいて決定する。業務実施者

が主として検討することは、その理解が、レビュー業務の目的に適合する十分なものであるかどう

かである。業務実施者に求められる全体的な理解の程度は、経営者の理解の程度よりも低いものと

なる。 

（省 略） （省 略） 

《(3) 手続の立案及び実施》（第47項及び第55項参照） 《(3) 手続の立案及び実施》（第47項及び第55項参照） 

（省 略） （省 略） 

A80．業務実施者がグループ財務諸表のレビュー業務を行う場合は、レビュー業務において実施する手

続の種類、時期及び範囲は、グループ財務諸表レベルで本実務指針に記載された業務実施者の目的

A80．業務実施者がグループ財務諸表のレビュー業務を行う場合は、レビュー業務において実施する手

続の種類、時期及び範囲は、グループ財務諸表レベルで本実務指針に記載されたレビュー業務の目
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改正案 現 行 
が達成されるように計画される。 的が達成されるように計画される。 

（省 略） （省 略） 

《⑤ 特定の状況に対処する手続》 《⑤ 特定の状況に対処する手続》 

（省 略） （省 略） 

《オ．専門家の業務の利用》（第55項参照） （新 設） 
A99-4．業務実務者は、レビュー業務の実施過程において、専門家の業務を利用する場合がある。業務

実務者の利用する専門家は、業務実務者が業務を依頼する外部の専門家（業務チームの一員ではな

い。）であるか内部の専門家（業務チームの一員である。）である。業務実務者の利用する専門家の適

性、能力及び客観性は、専門家の業務が業務実施者の目的に照らして適切であるかどうかに重要な

影響を与える要因である。 

（新 設） 

A99-5．職業倫理に関する規定には、業務実務者の利用する専門家が業務実施者の目的に照らして必要

な適性、能力及び客観性を備えているかどうかの評価に関して、業務実務者としての倫理上の責任

の遵守に関する規定が含まれている場合がある。例えば、倫理規則には、外部の専門家の業務の利用

に関する規定が含まれている（倫理規則R390.6項からR390.21項参照）。 

（新 設） 

  

《カ．専門家の業務の利用の禁止》（第55項(1)参照） （新 設） 
A99-6．業務実施者の目的に照らして必要な適性、能力又は客観性を備えていない専門家の業務を利用

することは、誠実性、客観性並びに職業的専門家としての能力及び正当な注意について、倫理上の基

本的な原則の遵守に影響を与えると考えられる。 

（新 設） 

A99-7．業務実施者が、業務実施者の利用する専門家が業務実施者の目的に照らして必要な適性、能力

又は客観性を備えているかどうかを判断できない場合又は備えていないと判断した場合には、職業

倫理に関する規定において業務実務者に当該専門家の業務の利用を禁止することもある（倫理規則

R390.21項参照）。 

（新 設） 

（省 略） （省 略） 
《15．レビュー報告書》（第 86 項から第 92 項参照） 《15．レビュー報告書》（第 86 項から第 92 項参照） 

（省 略） （省 略） 

《(3) 業務実施者の責任》（第86項(6)参照） 《(3) 業務実施者の責任》（第86項(6)参照） 

（省 略） （省 略） 

《④ 除外事項付結論である場合の結論の根拠区分》（第86項(9)②参照） 《④ 除外事項付結論である場合の結論の根拠区分》（第86項(9)②参照） 

（省 略） （省 略） 

A137-2．欠番 （新 設） 
（省 略） （省 略） 

以  上  以  上  

以  上 


